様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年3月7日
　
　　経済産業大臣　殿
　　　　（ふりがな） みらいそうぞうべんごしほうじん                
一般事業主の氏名又は名称　未 来 創 造 弁 護 士 法 人
                
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）  みたに　じゅん               
（法人の場合）代表者の氏名　三　谷　　淳     印   
住所　〒105-0001　東京都港区虎ノ門5丁目11-2
オランダヒルズ森タワー17階
法人番号　9020005011676　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
未来創造弁護士法人HP＜『DXへの取り組み』

	公表日
	　　
２０２１年１０月８日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト＜【DXへの取り組み】
https://ai.mirai-law.jp/dx

	記載内容抜粋
	法曹界は未だアナログ文化が根強く残っており、デジタル化が全く進んでいない状態です。しかし、クライアントによってはDX化が進んでいる企業も多く、オンラインの打合せ、メールでのやり取りがほとんどです。
お客様へスピーディーに対応できることを最優先に考え、DXにおいて業界の先駆けとなるような法律事務所を目指し、DX支援における売上と付加価値高、弁護士及び従業員一人あたりの業務生産性をDX達成状況にかかる指標とします。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年7月9日開催の役員会において承認を得たものである。
なお、当社は取締役会設置会社ではありませんが、役員会にて、当社の意思決定をしております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』


	公表日
	　２０２１年１０月８日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』＜【DX推進宣言】
https://ai.mirai-law.jp/dx

	記載内容抜粋
	①資源の削減＝社内SNS、クラウドでのデータ管理、FAX送受信のデジタル化、PDF編集ソフトの導入により、紙や、トナーの数を30％削減させることを目標とする。
②打合せの合理化＝全国の顧客との打ち合わせをビデオコミュニケーションツールZOOM利用で、もっと身近に、かつ合理的に。
③コミュニケーションのデジタル化＝コミュニケーションアプリLINEの活用で、一般ユーザーとの垣根を低くし、弁護士と気軽に相談できる仕組みの構築。
④Aiの活用＝AIによる契約書のチェックで生産性の向上を図る。
⑤業務効率の見える化＝独自開発したシステムでの利益相反のチェック、時間あたり採算、案件毎の採算、年間売上げ、業務指導、タスク管理等の社内業務効率の見える化を構築し、お客様へのスピード対応を実現している。また、コミュニケーションツール（ZOOM、LINE）の利用により、クライアントとの接触方法が多様化し、スピード解決を実現。
⑥顧客獲得のデジタル化＝オンライン動画共有プラットフォームYouTubeへのアップロードやオンラインサロン、オンラインセミナーによる営業活動のデジタル化。
⑦オンライン請求＝e内容証明、登記事項証明書等の発行を各省庁へオンライン請求
⑧採用活動のデジタル化＝オンライン事務所説明会、オンライン面接等、採用活動のデジタル化。
⑨効率的な契約＝電子契約書での締結で業務効率化によるサービスの向上。
⑩デジタル人材育成の強化＝自社で育成プログラムを作成し、それに沿った形で座学やOJTなどを通じて知識やスキルを向上。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年7月9日開催の役員会において承認を得たものである。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』
https://ai.mirai-law.jp/dx

	記載内容抜粋
	＜＜未来創造DX推進プロジェクトの設置＞＞より
デジタル技術で働き方に革命をもたらし、お客様に対するDXの価値を提供・支援するべく未来創造DX推進プロジェクトを設置しました。
未来創造弁護士法人では、『未来創造SDGｓプロジェクト』の始動により、その一つの目標としてＤＸ推進に取り組むため、『未来創造ＤＸ推進プロジェクト』を立ち上げました。全従業員がDXに必要となるIT知識、情報活用の強化にむけて所内研修体制を整備し、ＤＸに取り組んでおります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』-【DX推進のための具体的な方策】
https://ai.mirai-law.jp/dx

	記載内容抜粋
	・社内SNS、クラウドでのデータ管理、FAX送受信のデジタル化、PDF編集ソフトの導入により、トナーの数を30％削減させることを目標とする。
・AIによる契約書のチェックで生産性の向上を図る。
・独自開発したシステムでの利益相反チェック、時間当たり採算、案件毎の採算、年間売上げ、業務指導、タスク管理等の社内業務効率の見える化を構築。
・電子契約書での締結で業務効率化によるサービスの向上。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』

	公表日
	　２０２１年１０月８日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト＜『DXへの取り組み』-【DX促進における指標】
https://ai.mirai-law.jp/dx

	記載内容抜粋
	・DX支援における売上高及び付加価値高
・従業員一人当たりの平均業務生産性（付加価値高/従業員数）




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 ２０２１年１１月１１日
2 ２０２２年１月４日
3 ２０２２年２月１０日
4 ２０２２年２月１５日

	発信方法
	案件毎に進捗があった際にHP上のプレスリリースやブログを実施している
〇主なプレスリリース例
https://www.mirai-law.jp/info/info-2787/
「未来創造グループSDGsへの取り組み」
https://ai.mirai-law.jp/sdgs/
https://www.mirai-law.jp/info/info-2819/
「横浜市SDGs認証をいただきました」
〇主なブログ例
https://mirai-law.hatenablog.com/

	発信内容
	プレスリリース、ブログによる情報配信
①2021年11月11日プレスリリース＜「SDGsへの取り組み」ページを公開しましたより→　https://ai.mirai-law.jp/sdgs/
「未来創造グループ　SDGsへの取り組み」＜⑤オフィスにおける紙の使用を見直す
②2022年1月4日プレスリリースより＜横浜市SDGs認証をいただきました
③2022年2月10日ブログより＜「DX推進について」
④2022年2月15日ブログより＜「AIによる業務効率化とDX支援」
＊上記プレスリリース、ブログはすべて代表弁護士の三谷より発信しております。





　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　２０２１年９月頃　～　現　在


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAに提出済




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　２０１６年１１月頃　～　現　在


	実施内容
	1 「情報セキュリティ管理規程」については日本弁護士連合会作成の『弁護士情報セキュリティガイドライン』を遵守し、同規程に基づく統制管理を行い、セキュリティチェックを随時実施。
②２段階認証管理を徹底。
③「プライバシーポリシー」に基づく統制管理、個人情報保護の取り組み。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。







様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

